
 
１．贈与税の個人版事業承継税制の概要 
特定事業用資産(本紙№792 参照)を所有し、事業(不動

産貸付業等を除く。以下同じ。)を行っていた先代事業

者として一定の者 (贈与者)から、後継者として一定の

個人(特例事業受贈者)が、令和 10 年 12 月 31 日までの

贈与により、その事業に係る特定事業用資産の全部
．．

を取

得した場合、特定事業用資産のうちこの税制の適用を受

けるものに係る贈与税について、担保提供その他一定の

要件を満たすことにより納税が猶予され、贈与者の死亡

等により猶予されている贈与税の納付が免除されます(
租税特別措置法（措法）70 条の 6 の 8 第 1 項）。これが

、贈与税の個人版事業承継税制(以下「本特例」)です。 
 

２．後継者（特例事業受贈者）の要件 
 本特例の適用を受けるためには、上記 1 のとおり後

継者が「特例事業受贈者」であることが必要です。特例

事業受贈者とは、贈与者から贈与により特定事業用資産

の取得をした個人で、 次に掲げる要件の全てを満たす

者をいいます(措法 70 条の 6 の 8 第 2 項 2 号）。 
(1)その贈与の日において 20 歳以上(令和 4 年 4 月 1 日

以後の贈与については、「18 歳以上」)であること。 
(2)その個人が、中小企業における経営の承継の円滑化

に関する法律（以下「円滑化法」）2 条に規定する中

小企業者に該当し、本特例の適用要件を満たすこと

につき同法 12 条第 1 項の都道府県知事の認定(注 1)
を受けていること。 
（注 1）都道府県知事の認定の申請は、原則として、

その特定事業用資産の贈与のあった年の翌年1月15
日までに、後継者の主たる事務所の所在地を管轄す

る都道府県知事に対して行います（円滑化法施行規

則 7 条第 10 項、第 12 項）。 
(3)その贈与の日まで引き続き3年以上にわたり特定事業

用資産に係る事業又はこれと同種もしくは類似の事業

に係る業務（一定の就学を含む）に従事していたこと。 
(4)その贈与の時からその贈与の日を含む年分の贈与税

の申告期限まで引き続きその特定事業用資産の全て

を有し、かつ、自己の事業の用に供していること。 
(5)その贈与の日を含む年分の贈与税の申告期限にお

いて、所得税法の規定によりその特定事業用資産に

係る事業について開業届出書を提出し、かつ所得税

の青色申告の承認(所得税法 143 条、147 条)を受け

ていること。 
(6)その特定事業用資産に係る事業が、その贈与の時に

おいて、資産保有型事業及び資産運用型事業(注 2)な
らびにいわゆる風営法が規定する性風俗関連特殊営

業のいずれにも該当しないこと。 
（注 2）「資産保有型事業」とは、原則として、贈与

の日を含む年の前年 1 月 1 日から、その特例事業

受贈者の贈与税の納税猶予税額の全額の猶予の期

限が確定（猶予の終了）する日までの期間のいずれ

かの日において、その日におけるその事業に係る

貸借対照表上の総資産の帳簿価額のうち、現預金、

有価証券、自ら使用していない不動産その他の資

産（特定資産）の占める割合が 70％以上となる事

業をいいます(措法 70 条の 6 の 8 第 2 項 4 号、同

施行令 40 条の 7 の 8 第 14 項)。 
「資産運用型事業」とは、原則として、特例受贈

事業用資産の贈与の日を含む年の前年 1 月 1 日か

ら、その特例事業受贈者の贈与税の納税猶予税額の

全額の猶予の期限が確定（猶予の終了）する日まで

の期間のいずれかの年において、事業所得に係る総

収入金額に占める特定資産の運用収入の合計額の

占める割合が 75％以上となる事業をいいます(措
法 70 条の 6 の 8 第 2 項 5 号、同施行令 40 条の 7
の 8 第 17 項)。 

 (7)都道府県知事による個人事業承継計画の確認（円滑

化法施行規則 17 条第 1 項 3 号）を受けていること

（措法施行規則 23 条の 8 の 8 第 6 項）。 
なお、後継者が上記の確認を受けるためには、所

定の申請書に後継者候補の氏名、事業承継の予定時

期、承継時までの経営見通しや承継後の事業計画等

を記載し、さらに認定経営革新等支援機関による指

導及び助言を受けた旨を記載のうえ、令和 6 年 3 月

31 日までに、これを先代事業者の主たる事務所の所

在地を管轄する都道府県知事あてに提出する必要が

あります（円滑化法施行規則 17 条 4 項、中小企業庁

「個人版事業承継税制の前提となる経営承継円滑化

法の認定申請マニュアル」）。 (山崎 信義） 
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